産山村むらづくり支援交付金要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、産山村民又は産山村内に勤務する者（以下「村民等」という。）が産山村の将来像「ヒゴタイの里うぶやま住んでみたいむらづくり」に向かって、創意と工夫により協働で地域の活性化のために取り組む活動に対して支援交付金を交付するものとし、その交付に関して産山村補助金等交付規則（平成８年産山村規則第１０号）に定めるものの他、必要な事項を定めるものとする。

（交付対象）
第２条　この支援交付金の交付対象は、村民等で概ね５人以上で構成される地域づくりグループ（以下「グループ等」という。）とし、法人格の有無を問わないものとする。

（交付対象事業等）
第３条　この支援交付金の交付対象となる事業（以下「交付対象事業等」という。）は、グループ等が自主的に行なう別表に掲げる事業とする。

２　支援交付金は、事業実施啓発費及び活動費とし、次の各号に掲げるものは交付の対象としない。

（１）グループの構成員による飲食費。ただし、グループにおける会議、作業等の茶菓
子代を除く。

（２）グループの構成員に対する人件費、謝礼等

（交付の条件）
第４条　支援交付金の額は、対象経費の１０分の１０以内の額とし、交付限度額は１グループ２００千円とする。ただし、グループの活動助長に特に必要と認められる事業については、村長が別に定めるものとする。

２　前項の支援交付金の額の決定は、事業内容及び事業効果等を総合的に勘案し、村長が定めるものとする。

３　第１項の規定にかかわらず、団体が次の各号のいずれかに該当する場合は交付の対象としない。

（１）活動の主たる効果が村外で生じるもの

（２）グループの活動による利益、残余財産等を構成員に分配するもの

４　過年度に交付を受けた事実のある団体から申請があったときは、過年度交付事業からの同一事業及び継続事業でなければ、交付できるものとする。
（事業計画の提出）

第５条　この支援交付金の交付を受けようとするグループは、村長が別に指示する日までに産山村むらづくり支援交付金事業計画書（別記様式第１号）を村長に提出するものとする。

（選考の基準）

第６条　事業計画の選考に係る審査基準は、次に掲げるものとする。

（１）社会性の高い公益活動であること。

（２）事業計画及び予算に客観性及び現実性があること。

（３）事業計画の手段に社会的相当性があり、効果が期待できること。

（交付申請）

第７条　前条で審査を受けたグループは、産山村むらづくり支援交付金交付申請書（別記様式第２号）を村長に提出するものとする。

（交付の決定）

第８条　村長は、前条の規定により提出された交付申請に基づき、適当と認めたときは速やかに支援交付金を交付するものとする。

（実績報告）

第９条　交付の決定を受けたグループは、事業が全て完了したときは、産山村むらづくり支援交付金実績報告書（別記様式第３号）を村長に提出するものとする。

（支援交付金の返還）

第１０条　村長は、偽りその他不正行為により支援交付金の交付を受けたグループがあるとき又は公序良俗に反する等交付の対象として適当でないと認められるときは、支援交付金の全部又は一部を返還させることができる。

（その他）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は村長が定める。

附　則

この要綱は、平成２３年６月３０日から施行する。

別表

	活動分野
	活動内容

	環境保全
	植栽・美化活動、里山保全、リサイクル活動等

	地域おこし
	イベント活動、定住促進等

	その他
	村長が特に必要と認める活動


産山村むらづくり支援交付金「活用例」

	活動分野
	活動内容

	環境保全
	■村内の環境・景観の保全等を目的とした事業。

○○地区植樹活動、○○線沿い花植え活動、○○川美化清掃活動、○○のリサイクル推進活動・・・

	地域おこし
	■本村の活性化及び村民の活力向上を目的とした事業。

村内外の住民を対象としたイベント活動、地域産業の活性化事業、○○の特産品開発事業、定住促進事業等

	その他
	村長が特に必要と認める活動



